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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 
(注) 1   売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2   潜在株式が存在しないため、連結の「潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益」は記載しておりませ

ん。 

3   提出会社の1株当たり情報については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

4   従業員数は、就業人員数を表示しております。 

5  純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会 

計基準適用指針第8号）を適用しております。 

6  平成18年3月期の1株当たり配当額10円は、富士工場操業40周年記念配当5円を含んでおります。 

第一部 【企業情報】

回次 第85期中 第86期中 第87期中 第85期 第86期

会計期間
自平成17年4月 1日 

至平成17年9月30日

自平成18年4月 1日

至平成18年9月30日

自平成19年4月 1日

至平成19年9月30日

自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日

自平成18年4月 1日

至平成19年3月31日

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 25,902 25,393 27,924 48,924 48,357

経常利益 (百万円) 1,486 747 774 1,926 907

中間(当期)純利益 (百万円) 835 416 691 1,150 462

純資産額 (百万円) 12,223 12,873 13,442 12,854 12,973

総資産額 (百万円) 36,174 36,263 39,812 37,902 38,278

1株当たり純資産額 (円) 496.73 523.16 546.23 521.37 527.23

1株当たり中間(当期)純
利益

(円) 33.96 16.94 28.09 45.76 18.78

潜在株式調整後 
1株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 33.8 35.5 33.8 33.9 33.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 377 623 △257 1,638 990

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △745 △1,353 △152 △1,177 △2,489

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △607 △154 458 △1,091 2,178

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 1,617 1,077 2,688 1,961 2,640

従業員数 
[外、平均臨時従業員数]

(名)
415
[41]

406
409
[49]

411
402
[45]

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 25,827 25,307 27,858 48,770 48,190

経常利益 (百万円) 1,448 710 777 1,836 864

中間(当期)純利益 (百万円) 806 443 704 1,075 487

資本金 (百万円) 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

発行済株式総数 (千株) 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000

純資産額 (百万円) 10,762 11,302 11,667 11,293 11,302

総資産額 (百万円) 34,456 34,574 37,936 36,234 36,502

1株当たり配当額 (円) ― ─ ─ 10.00 5.00

自己資本比率 (％) 31.2 32.7 30.8 31.2 31.0

従業員数
[外、平均臨時従業員数]

(名) 397 400
406
[46]

401
395
[42]



２ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、親会社、子会社3社、関連会社4社により構成され、とうもろこし等の加工製

品及びその二次加工製品の製造販売を主な事業の内容とし、更にこれらに附帯する原材料等の購入、技術

輸出、運送業、倉庫業等の事業を行っております。 

なお、三菱商事㈱による当社株式の公開買付けが平成19年5月21日から平成19年6月15日まで実施され、

この結果、三菱商事㈱が所有する当社株式は14,713,000株（議決権比率59.91％）となり、平成19年6月22

日に当社の親会社になりました。 

当社の企業集団の事業内容並びに事業部門との関連は、次のとおりであります。 

  

 
  

 
  

当社の企業集団の事業の系統図は次のとおりであります。 

 

事 業 内 容 主 要 な 会 社 名

とうもろこし等の加工製品及び 
その二次加工製品の製造販売

当社、三菱商事㈱、共同商事㈱、AMSCO
エフ・エス・ピー㈱、㈱サニーメイズ、 計6社

上記関連の技術輸出 当社 計1社

上記関連の包装材料の製造販売 中部紙工㈱ 計1社

上記関連の運送業 ミナト流通サービス㈱ 計1社

上記関連の倉庫業 日食物流㈱ 計1社

事 業 内 容 事 業 部 門 主 要 な 会 社 名

とうもろこし等の加

工製品及びその二次

加工製品の製造販売

 門澱 粉 部 当社、三菱商事㈱、共同商事㈱、AMSCO、 
㈱サニーメイズ、

 門糖 化 品 部 当社、三菱商事㈱、共同商事㈱、エフ・エス・ピー
㈱

ファインケミカル部門 当社、三菱商事㈱、共同商事㈱
 門副 産 物 部 当社、三菱商事㈱、共同商事㈱



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社がその他の関係会社から親会社へ異動しております。 

 
(注)  三菱商事㈱は、有価証券報告書を提出しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員を示すと次のとおりでありま

す。 

（平成19年9月30日現在） 

 
(注) 1   従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人数を外数で記載しております。 

2   臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

（平成19年9月30日現在） 

 
(注) 1   従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、

臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人数を外数で記載しております。 

2   臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当中間連結会計期間において、労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 資本金(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の
被所有割合
（％）

関係内容

(親会社)

三菱商事㈱ 東京都千代田区 201,250 物品の売買貿易 59.9

当社製品の販売代理店である。
また、当社に主要原料等の販売
をしている。 
役員の兼任：有 
資金援助：無

事業部門の名称 従業員数(名)

澱粉部門
115

［13］

糖化品部門
145

［14］

ファインケミカル部門
42

［12］

副産物部門
38

［3］

管理部門
69

［7］

合計
409

［49］

従業員数(名)
406

［46］



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、景気の緩やかな回復を維持しているものの、原油価格

及び原材料価格の高騰や金利上昇への懸念から設備投資に弱い動きが見られるなど、先行きの不透明感

が払拭されない状況で推移しました。 

一方、当業界においても、海上輸送運賃並びに原油価格の高騰がコストアップ要因となり、引き続き

収益を圧迫し続けました。 

原料とうもろこしのシカゴ相場は、期初350セント／ブッシェル台でしたが、干ばつ懸念や小麦相場

の高騰に連動して上昇し、6月中旬には410セント／ブッシェル台まで値を上げました。しかし、7月下

旬から理想的な天候が続いたことや、07／08年度作付面積が大幅に増加したことを受けて310セント／

ブッシェル台まで値を下げました。その後は、高騰している小麦や大豆相場に連動してとうもろこし相

場も上昇し、中間期末時点では370セント／ブッシェル台となりました。 

また、米国（ニューオーリンズ）から日本までの穀物海上輸送運賃は、期初60ドル／トン台でした

が、中国向け貨物の増加及び豪州の石炭、鉄鉱石の輸出急増により大量滞船が生じた影響から上昇し、

中間期末時点では史上最高値となる100ドル／トン台まで高騰しました。 

一方、為替相場は期初118円／ドル台でスタートしましたが、米国経済指標が好調であったことや日

銀早期利上げ観測の後退を受けて円安が進み、概ね120～124円／ドル台での値動きが続きました。しか

し、8月に米国サブプライムローン問題が表面化すると一転し、9月上旬には113円／台まで円高が進み

ました。その後は米国株が堅調に推移したことからドルが買い戻され、中間期末時点では116円／ドル

台となりました。 

当社グループの販売面につきましては、前期に引き続き製紙用澱粉をはじめ工業用澱粉製品の販売が

減少したことに加え、糖化製品も酒類飲料向け製品の販売が低調であったことなどにより厳しい状況で

推移しました。 

こうした状況のもと、当社グループは海上輸送運賃の高騰などのコストアップに対処するため、生産

効率の改善、製品の在庫圧縮をはじめとしたあらゆる施策を実施し、コスト削減に努めました。さら

に、前期に引き続き高付加価値製品の拡販に注力するとともに、製品販売価格への転嫁に取り組みまし

た。 

この結果、当中間連結会計期間における当社グループの売上高は、279億2千万円となり前年同期比25

億3千万円（10.0％）の増収となりました。営業利益は7億8千万円と前年同期比8千万円（12.6％）の増

益、経常利益は7億7千万円と前年同期比2千万円（3.6％）の増益、中間純利益は6億9千万円と前年同期

比2億7千万円（65.8％）の増益となりました。 

次に、各部門別の販売状況は以下のとおりであります。 

①澱粉部門 

澱粉部門は、工業用途向けの販売が低調であったものの、販売価格の上昇により売上高は72億7千万

円と前年同期比7億1千万円（10.8％）の増収となりました。 

②糖化品部門 

糖化品部門は、酒類飲料向けの販売が低調であったものの、販売価格の上昇により売上高は167億円

と前年同期比13億6千万円（8.9％）の増収となりました。 



③ファインケミカル部門 

ファインケミカル部門は、シクロデキストリン等の販売が減少し、売上高は9億4千万円と前年同期比

1億5千万円（13.8％）の減収となりました。 

④副産物部門 

副産物部門は、前年同期と比べ販売数量は若干減少したものの、コーンオイル等の販売価格の上昇に

より売上高は29億9千万円と前年同期比6億円（25.5％）の増収となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結中間会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下資金という）は、前連結会計年

度末より4千万円増加し、26億8千万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、使用した資金は2億5千万円（前年同期は6億2千万円の資金獲得）となりました。こ

れは主として、税金等調整前中間純利益11億7千万円に減価償却費9億4千万円及び仕入債務の増加額5億

3千万円を加算した額から、売上債権の増加額16億1千万円、棚卸資産の増加額9億1千万円及び投資有価

証券の売却益4億1千万円を控除した額等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は1億5千万円（前年同期は13億5千万円）となりました。これは主と

して、当社工場設備の増強及び更新投資などの有形固定資産の取得による支出8億3千万円から投資有価

証券の売却による収入7億2千万円を控除した額等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、獲得した資金は4億5千万円（前年同期は1億5千万円の使用）となりました。これは

主として、長期借入金4億8千万円の増加（純額）から配当金1億2千万円の支払いを控除した額等による

ものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは受注生産を行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門の名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

澱粉部門 6,319 121.3

糖化品部門 16,200 109.5

ファインケミカル部門 965 95.9

副産物部門 2,982 124.1

合計 26,468 113.0

事業部門の名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

澱粉部門 7,278 110.8

糖化品部門 16,705 108.9

ファインケミカル部門 946 86.2

副産物部門 2,994 125.5

合計 27,924 110.0

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

三菱商事株式会社 24,774 97.6 27,351 97.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における研究開発活動の主な目的は、市場ニーズにタイムリーに応え、かつお客様

に喜ばれる製品を迅速に開発することであります。そのため、人々の健康と環境に配慮した製品の開発

と、その高機能化・高付加価値化を推進するとともに、利用・用途開発研究による新しい市場の開拓およ

びユーザーへの技術サービスを進めております。また、品質向上や生産の効率化を図るために、次世代バ

イオテクノロジーを適用した新製品・新技術開発にも積極的に取り組んでおります。 

この結果、当中間連結会計期間の研究開発費は、9千万円となりました。 

各部門別の研究開発活動及び研究開発費は以下のとおりであります。 

(1) 澱粉部門 

工業用加工澱粉分野においては、製紙、段ボール関係を中心に加工澱粉の品質改善、利用技術の向上

および技術サービスを実施し、販売の拡大に努めました。さらに、製紙用加工澱粉について市場開拓を

推進し、市場拡大を図りました。 

食品用加工澱粉分野においては、利用研究のほか、タピオカ澱粉を原料とした新規加工澱粉を製品化

しました。厚生労働省より「特定保健用食品」として認可された「ファイバー入り食パン」に利用され

た難消化性澱粉をはじめ、第二世代食物繊維としての市場開拓を進めました。さらに新しい食品用加工

素材である「モアフレッシュ21」の市場開拓に関し、東京アプリケーションルームを活用した提案型の

営業活動を通してパン類、パイ、焼菓子・ケーキ等で用途開発を進めました。 

当部門における研究開発費は、3千万円となりました。 

(2) 糖化品部門 

高純度機能性オリゴ糖の製造に関し検討を進めたほか、種々のオリゴ糖の用途開発研究を実施しまし

た。さらに、食品への新しい機能特性の付与、特に飲料分野において「味」の改善・改良をキーワード

に営業各支店とともに提案型の営業を進め、市場の創造に寄与しました。 

当部門における研究開発費は、5千万円となりました。 

(3) ファインケミカル部門 

シクロデキストリンおよびその誘導体、さらに高度分岐環状デキストリンの利用・用途開発を実施し

た結果、新規用途を開拓し、用途拡大に寄与しました。 

当部門における研究開発費は、1千万円となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、以下のとおりであります。 

会社名
事業所 
(所在地)

事業部門別 
の名称

設備
の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手および完了予定

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

日本食品化工 
株式会社

富士工場 
(静岡県富士市)

澱粉部門 
糖化品部門

製品タンク
増設

300 ― 自己資金 平成19年 
5月

平成20年
1月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 128,000,000

計 128,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年9月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月28日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 32,000,000 32,000,000 東京証券取引所
市場第二部

―

計 32,000,000 32,000,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年4月1日～ 
平成19年9月30日

― 32,000,000 ― 1,600 ― 327



(5) 【大株主の状況】 

（平成19年9月30日現在） 

 
(注) 1   当社は自己株式7,389千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合23.09％）を保有しておりますが、

上記大株主の状況から除外しております。 

2   三菱商事株式会社による当社株式の公開買付けが、平成19年5月21日から平成19年6月15日まで実施されま

した。この公開買付けの結果、三菱商事株式会社が所有する当社株式は14,713千株（発行済株式総数に対

する所有株式数の割合45.98％）となり、当社の議決権総数に対する三菱商事株式会社の議決権数割合が

過半数を超えたため、平成19年6月22日に三菱商事株式会社が当社の親会社となりました。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

（平成19年9月30日現在） 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式818株が含まれております。 

② 【自己株式等】 

（平成19年9月30日現在） 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内2－3－1 14,713 45.98

三和澱粉工業株式会社 奈良県橿原市雲梯町594 1,000 3.13

堀内運輸株式会社 静岡県富士市鈴川中町4－23 510 1.59

堀内 篤 静岡県富士市鈴川中町 390 1.22

シービーエヌワイ ディエフエ
イ インターナショナル キャッ
プバリュー ポートフォリオ 
（常任代理人 シティバンク銀
行株式会社）

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA,
CA 90401 USA 
（東京都品川区東品川2－3－14）

170 0.53

シティバンクロンドン エスエイ 
スティチングシェル ペンション
ファンド 
（常任代理人 シティバンク銀
行株式会社）

WINSTON CHURCHILL TOWER, SIR WINSTON 
CHURCHILLLAAN 366H, 2285 SJ RIJSWIJK, 
THE NETHERLANDS 
（東京都品川区東品川2－3－14）

153.5 0.48

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1－2－10 120 0.38

渡井 勲 静岡県富士市厚原 112 0.35

メロンバンク エヌエー アズエ
ージェント フォーイッツクライ
アント メロンオムニバス ユー
エスペンション 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店）

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02 108
（東京都中央区日本橋3－11－1）

103.5 0.32

小松 敏博 福岡県西区上山門 83 0.26

計 ― 17,355 54.24

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) （自己保有株式）
普通株式  7,389,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  24,558,000 24,558 ―

単元未満株式 普通株式    53,000 ― ―

発行済株式総数 32,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 24,558 ―



 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所

自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日本食品化工株式会社

東京都渋谷区千駄ヶ谷5－
33－8

7,389,000 － 7,389,000 23.09

計 ― 7,389,000 － 7,389,000 23.09

月別 平成19年4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高(円) 324 355 350 340 340 320

最低(円) 300 299 315 315 304 304



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1)   当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2)   当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月

30日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の中間財

務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19

年4月1日から平成19年9月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年4月1日から平成

19年9月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成18年9月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  現金及び預金 1,077 2,688 2,640

  受取手形及び 
  売掛金

※4 9,975 11,293 9,682

  たな卸資産 6,590 7,711 6,799

  繰延税金資産 495 485 380

  その他 293 531 769

  貸倒引当金 △3 △3 △3

    流動資産合計 18,428 50.8 22,707 57.0 20,268 53.0

Ⅱ 固定資産

  有形固定資産 ※1,2

   建物及び 
   構築物

3,884 3,917 3,809

   機械装置 
   及び運搬具

6,297 5,951 6,448

   工具器具 
   及び備品

217 194 199

   土地 1,864 1,864 1,864

   その他 318 12,582 34.7 267 12,195 30.6 370 12,692 33.2

  無形固定資産 118 0.3 199 0.5 191 0.4

  投資その他の 
  資産

   投資有価証券 4,471 4,000 4,477

   長期貸付金 13 10 12

   繰延税金資産 458 506 445

   その他 191 192 192

   貸倒引当金 △0 5,133 14.2 △1 4,709 11.9 △1 5,126 13.4

    固定資産合計 17,834 49.2 17,105 43.0 18,009 47.0

   資産合計 36,263 100.0 39,812 100.0 38,278 100.0



 
  

前中間連結会計期間末
(平成18年9月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  支払手形及び 
  買掛金

2,799 3,312 2,780

  短期借入金 ※2 7,584 4,794 6,474

  未払金 3,372 2,772 2,943

  未払法人税等 161 512 ─

  賞与引当金 414 352 803

  その他 90 251 55

    流動負債合計 14,421 39.8 11,996 30.1 13,057 34.1

Ⅱ 固定負債

  長期借入金 ※2 5,321 11,027 8,764

  退職給付引当金 3,519 3,196 3,328

  役員退職慰労 
  引当金

126 149 154

    固定負債合計 8,967 24.7 14,373 36.1 12,247 32.0

   負債合計 23,389 64.5 26,369 66.2 25,304 66.1

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

  １ 資本金 1,600 4.4 1,600 4.0 1,600 4.2

  ２ 資本剰余金 327 0.9 328 0.8 327 0.9

  ３ 利益剰余金 12,153 33.5 12,766 32.1 12,198 31.8

  ４ 自己株式 △2,142 △5.9 △2,141 △5.3 △2,142 △5.6

    株主資本合計 11,938 32.9 12,553 31.6 11,983 31.3

Ⅱ 評価・換算差額等

  １ その他有価証 
    券評価差額金

943 2.6 722 1.8 890 2.4

  ２ 繰延ヘッジ 
    損益

5 0.0 △32 △0.1 14 0.0

  ３ 為替換算 
    調整勘定

△14 △0.0 199 0.5 84 0.2

    評価・換算 
    差額等合計

934 2.6 889 2.2 989 2.6

   純資産合計 12,873 35.5 13,442 33.8 12,973 33.9

   負債純資産合計 36,263 100.0 39,812 100.0 38,278 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書

(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 25,393 100.0 27,924 100.0 48,357 100.0

Ⅱ 売上原価 19,721 77.7 23,024 82.5 38,345 79.3

   売上総利益 5,671 22.3 4,900 17.5 10,012 20.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※1 4,971 19.5 4,112 14.7 9,137 18.9

   営業利益 699 2.8 788 2.8 874 1.8

Ⅳ 営業外収益

  受取利息 2 2 3

  受取配当金 30 41 44

  試作品売却益 23 37 53

  受取 
  ロイヤリティー

21 21 44

  持分法による 
  投資利益

18 ─ 28

  受取保険金 45 10 53

  その他 19 161 0.6 31 144 0.5 42 271 0.6

Ⅴ 営業外費用

  支払利息 109 149 228

  持分法による 
  投資損失

─ 2 ─

  その他 4 113 0.5 6 158 0.5 9 237 0.5

   経常利益 747 2.9 774 2.8 907 1.9

Ⅵ 特別利益

  固定資産売却益 ※2 0 0 0

  投資有価証券 
  売却益

46 415 46

  ゴルフ会員権 
  売却益

6 53 0.2 ─ 416 1.5 6 53 0.1

Ⅶ 特別損失

  固定資産除却損 ※3 3 16 65

  その他 ─ 3 0.0 ─ 16 0.1 5 71 0.2

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

798 3.1 1,173 4.2 890 1.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

154 504 35

   法人税等調整額 226 381 1.5 △21 482 1.7 393 428 0.8

   中間(当期) 
   純利益

416 1.6 691 2.5 462 1.0



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高(百万円) 1,600 327 12,007 △2,141 11,793

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △246 △246

 役員賞与（注） △24 △24

 中間純利益 416 416

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 145 △0 145

平成18年9月30日残高(百万円) 1,600 327 12,153 △2,142 11,938

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) 1,113 ─ △52 1,061 12,854

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △246

 役員賞与（注） △24

 中間純利益 416

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△169 5 38 △126 △126

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△169 5 38 △126 19

平成18年9月30日残高(百万円) 943 5 △14 934 12,873



当中間連結会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高(百万円) 1,600 327 12,198 △2,142 11,983

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △123 △123

 中間純利益 691 691

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 1 1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ 0 568 0 569

平成19年9月30日残高(百万円) 1,600 328 12,766 △2,141 12,553

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年3月31日残高(百万円) 890 14 84 989 12,973

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △123

 中間純利益 691

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△167 △46 114 △99 △99

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△167 △46 114 △99 469

平成19年9月30日残高(百万円) 722 △32 199 889 13,442



前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

  

  

  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高(百万円) 1,600 327 12,007 △2,141 11,793

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △246 △246

 役員賞与（注） △24 △24

 当期純利益 462 462

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

─ 0 191 △0 190

平成19年3月31日残高(百万円) 1,600 327 12,198 △2,142 11,983

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) 1,113 ─ △52 1,061 12,854

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △246

 役員賞与（注） △24

 当期純利益 462

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△223 14 137 △71 △71

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△223 14 137 △71 118

平成19年3月31日残高(百万円) 890 14 84 989 12,973



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 税金等調整前中間(当期)純利益 798 1,173 890

  減価償却費 809 941 1,693

  退職給付引当金の減少額 △205 △132 △395

  役員退職慰労引当金の 
  増・減（△）額

△14 △4 13

  投資有価証券売却益 ─ △415 △46

  受取利息及び受取配当金 △32 △43 △48

  支払利息 109 149 228

  持分法による投資利益 △18 ─ △28

  持分法による投資損失 ─ 2 ─

  固定資産除却損 3 16 65

  売上債権の増(△)・減額 △60 △1,611 232

  たな卸資産の増(△)・減額 464 △912 255

  仕入債務の増・減(△)額 △469 531 △487

  その他 △301 △260 △360

    小計 1,084 △565 2,012

  利息及び配当金の受取額 34 44 58

  利息の支払額 △112 △146 △235

  法人税等の支払（△）・ 
  還付額

△382 410 △845

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

623 △257 990

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
  有形固定資産 
  の取得による支出

△1,428 △839 △2,448

  無形固定資産 
  の取得による支出

△3 △29 △89

  投資有価証券 
  の取得による支出

△2 △2 △5

  投資有価証券 
  の売却による収入

─ 728 67

  貸付けによる支出 △1 ─ △1

  貸付金の回収による収入 6 1 7

  その他 76 △11 △19

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,353 △152 △2,489



 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

  短期借入れによる収入 12,350 12,250 24,910

  短期借入金の返済による支出 △12,550 △12,150 △25,110

  長期借入れによる収入 800 3,060 5,950

  長期借入金の返済による支出 △509 △2,577 △3,326

  自己株式の取得による支出 △0 △0 △0

  配当金の支払額 △244 △123 △245

  その他 ─ 0 0

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△154 458 2,178

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  の増・減(△)額

△884 48 679

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の期首残高

1,961 2,640 1,961

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

1,077 2,688 2,640



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日

至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 1日

至 平成19年9月30日)

前連結会計年度

(自 平成18年4月 1日

至 平成19年3月31日)

１ 連結の範囲に関する事

項

(1) 連結子会社の数及び名称

3社 (共同商事㈱、日食物

流 ㈱、エ フ・エ ス・

ピー㈱)

(1) 連結子会社の数及び名称

同  左

(1) 連結子会社の数及び名称

同  左

(2) 非連結子会社の数及び名称

該当事項はありません。

(2) 非連結子会社の数及び名称

同  左

(2) 非連結子会社の数及び名称

同  左

２ 持分法の適用に関する

事項

(1) 持分法を適用した関連会社の

数及び名称

4社 (Asia Modified

Starch Co.,Ltd.、

㈱サニーメイズ、中

部紙工㈱、ミナト流

通サービス㈱)

(1) 持分法を適用した関連会社の

数及び名称

同  左

(1) 持分法を適用した関連会社の

数及び名称

同  左

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社又は関連会社の数及び名

称

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社又は関連会社の数及び名

称

同  左

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社又は関連会社の数及び名

称

同  左

(3) 持分法適用会社の中間決算日

に関する事項

持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の

中間会計期間に係る中間財務

諸表を使用しております。

(3) 持分法適用会社の中間決算日

に関する事項

同  左

(3) 持分法適用会社の事業年度に

関する事項

持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社

については、各社の事業年度

にかかる財務諸表を使用して

おります。

３ 連結子会社の(中間)決

算日等に関する事項

すべての連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と一致して

おります。

同  左 すべての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致してお

ります。

４ 会計処理基準に関する

事項

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法

(イ)たな卸資産

主として移動平均法による

原価法によっております。

(イ)たな卸資産

同  左

(イ)たな卸資産

同  左

(ロ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法によ

っております。

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価

法によっております。

(ロ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同  左

  

  

 

  

   

 

時価のないもの

同  左

(ロ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に

基づく時価法によって

おります。

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定) 

時価のないもの

同  左

(ハ)デリバティブ

原則として時価法によって

おります。

(ハ)デリバティブ

同  左

(ハ)デリバティブ

同  左



項目

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日

至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 1日

至 平成19年9月30日)

前連結会計年度

(自 平成18年4月 1日

至 平成19年3月31日)

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法

 

(イ)有形固定資産

当社は定率法によってお

ります。

連結子会社については、

主として定額法によってお

ります。

ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については定

額法を採用しております。

なお主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物及び 

構築物
７～50年

機械装置及び 

運搬具
４～10年

工具器具及び 

備品
５～10年

 

(イ)有形固定資産

当社は定率法によってお

ります。

連結子会社については、

主として定額法によってお

ります。

ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については定

額法を採用しております。

なお主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物及び 

構築物
７～50年

機械装置及び 

運搬具
４～10年

工具器具及び 

備品
５～10年

（会計方針の変更）

 当社及び連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平

成19年4月1日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。 

 この変更による影響額は

軽微であります。

（追加情報）

当社及び連結子会社は、

法人税法改正に伴い、平成

19年3月31日以前に取得した

資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価

額の5％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の5％相当額と

備忘価額との差額を5年間に

わたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しており

ます。 

 これにより、営業利益、

経常利益及び税金等調整前

中間純利益がそれぞれ113百

万円減少しております。

 

(イ)有形固定資産

当社は定率法によってお

ります。

連結子会社については、

主として定額法によってお

ります。

ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については定

額法を採用しております。

なお主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物及び 

構築物
７～50年

機械装置及び 

運搬具
４～10年

工具器具及び 

備品
５～10年

(ロ)無形固定資産

定額法によっておりま

す。

ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によって

おります。

(ロ)無形固定資産

同  左

(ロ)無形固定資産

同  左

(3) 重要な引当金の計上

基準

(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率法等により計

上しております。

(イ)貸倒引当金

同  左

(イ)貸倒引当金

同  左

(ロ)賞与引当金

従業員の賞与支給に備え

るため、支給見込額に基づ

き計上しております。

(ロ)賞与引当金

同  左

(ロ)賞与引当金

同  左



項目

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日

至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 1日

至 平成19年9月30日)

前連結会計年度

(自 平成18年4月 1日

至 平成19年3月31日)

(ハ)退職給付引当金

   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。

   過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により費用処理し

ております。

   数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理して

おります。

(ハ)退職給付引当金

同  左

(ハ)退職給付引当金

   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。

   過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により費用処理し

ております。

   数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理して

おります。

(ニ)役員退職慰労引当金

当社については、役員退

職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間連結

会計期間末要支給額を計上

しております。

(ニ)役員退職慰労引当金

同  左

(ニ)役員退職慰労引当金

当社については、役員退

職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

(4) 重要な外貨建資産負

債の本邦通貨への換

算基準

 外貨建短期金銭債務(円建表示

の原料仕入債務。但し為替差損益

当社帰属の特約付)については、

中間連結会計期間末の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

なお、為替予約の振当処理の対象

となっている外貨建金銭債務につ

いては、当該為替予約の円貨額に

換算しております。

同  左  外貨建短期金銭債務(円建表示

の原料仕入債務。但し為替差損益

当社帰属の特約付)については、

当連結会計年度末の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。な

お、為替予約の振当処理の対象と

なっている外貨建金銭債務につい

ては、当該為替予約の円貨額に換

算しております。

(5) 重要なリース取引の

処理方法

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同  左 同  左

(6) 重要なヘッジ会計の

方法

(イ)ヘッジ会計の方法

   当社については、繰延ヘッ

ジ処理を採用しております。

なお、為替予約については振

当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を採用してお

ります。

(イ)ヘッジ会計の方法

同  左

(イ)ヘッジ会計の方法

同  左

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建買掛金等

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

(ハ)ヘッジ方針

   当社の内部規定である「市

場リスク管理規定」に基づ

き、為替変動リスクをヘッジ

しております。

(ハ)ヘッジ方針

同  左

(ハ)ヘッジ方針

同  左

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象

の重要な条件が一致してい

るため有効性の評価は省略

しております。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同  左

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同  左



 

項目

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日

至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 1日

至 平成19年9月30日)

前連結会計年度

(自 平成18年4月 1日

至 平成19年3月31日)

(7) 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同  左 同  左

(8) 中間決算における税

額計算

 当連結会計年度末において予定

している固定資産圧縮積立金及び

特別償却準備金の取崩を考慮して

おります。

――――― ―――――

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キャ

ッシュ・フロー計算書)

における資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。

同  左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。



会計処理方法の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日

至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 1日

至 平成19年9月30日)

前連結会計年度

(自 平成18年4月 1日

至 平成19年3月31日)

貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第5号 平成17年12月9

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準適用指針第8号 平成17年12月

9日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は、12,868百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の中間連結財務諸表規則によ

り作成しております。

─────── 貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第5号 平成17年

12月9日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第8

号 平成17年12月9日)を適用しており

ます。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、12,958百万円でありま

す。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日

至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 1日

至 平成19年9月30日)

中間連結損益計算書関係 

 前中間連結会計期間において、営業外収益の「その他」に

含めていた「受取保険金」は営業外収益の総額の100分の10を

超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記しておりま

す。なお、前中間連結会計期間における「受取保険金」は6百

万円であります。

───────

─────── 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 従来、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めていた「投資有価証券売却益」は重要性が増したた

め当中間連結会計期間より区分掲記しております。なお、

前中間連結会計期間における「投資有価証券売却益」は46

百万円であります。

─────── 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 従来、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めていた「投資有価証券の売却による収入」は重要性

が増したため当中間連結会計期間より区分掲記しておりま

す。なお、前中間連結会計期間における「投資有価証券の

売却による収入」は67百万円であります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年3月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

50,411百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

51,469百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

50,701百万円

 

 

※２ 担保に供している資産

工場財団(建物及び構築
物、機械及び装置、土地)

（帳簿価額） 2,625百万円

   対応債務

長期借入金 1,400百万円

 

 

 

※２ 担保に供している資産

工場財団(建物及び構築
物、機械及び装置、土地)

（帳簿価額） 2,498百万円

   対応債務

短期借入金 

長期借入金

100百万円

1,300百万円

 

 

 

※２ 担保に供している資産

工場財団(建物及び構築
物、機械及び装置、土地)

（帳簿価額） 2,589百万円

   対応債務

短期借入金 

長期借入金

100百万円

1,300百万円

 

 

 ３ 保証債務

㈱三菱東京UFJ銀行に対す
るAMSCO社の借入債務 
(87百万バーツ)

280百万円

 
 

 ３ 保証債務

㈱三菱東京UFJ銀行に対す
るAMSCO社の借入債務 
(76百万バーツ)

288百万円

 
 

 ３ 保証債務

㈱三菱東京UFJ銀行に対す
るAMSCO社の借入債務 
(96百万バーツ)

362百万円

 

※４ 中間連結会計期間末日の満期 

   手形の会計処理については、手 

   形交換日をもって決済処理して 

   おります。 

     なお、当中間連結会計期間の 

   末日は金融機関の休日であった 

   ため、次の満期手形が中間連結 

   会計期間末日の残高に含まれて 

   おります。 

     受取手形    2百万円

※４ 中間連結会計期間末日の満期 

   手形の会計処理については、手 

   形交換日をもって決済処理して 

   おります。 

     なお、当中間連結会計期間の 

   末日は金融機関の休日であった 

   ため、次の満期手形が中間連結 

   会計期間末日の残高に含まれて 

   おります。 

     受取手形    5百万円

※４ 連結会計年度末日の満期手形 

   の会計処理については、手形交 

   換日をもって決済処理しており 

   ます。 

     なお、当連結会計年度末日は 

   金融機関の休日であったため、 

   次の満期手形が当連結会計年度 

   末日の残高に含まれておりま 

   す。 

     受取手形    6百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

発送・庫移費 2,127百万円

異性化糖調整金 748百万円

給料賃金手当 473百万円

賞与引当金
繰入額

175百万円

退職給付
引当金繰入額

62百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

21百万円

   
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

発送・庫移費 2,053百万円

販売手数料 454百万円

給料賃金手当 457百万円

賞与引当金
繰入額

139百万円

退職給付
引当金繰入額

47百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

21百万円

   

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

発送・庫移費 3,988百万円

異性化糖調整金 1,040百万円

給料賃金手当 970百万円

賞与引当金
繰入額

331百万円

退職給付
引当金繰入額

123百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

48百万円

 

※２ 固定資産売却益の内容は、次

のとおりであります。

機械装置及び 
運搬具

0百万円

 
 

※２ 固定資産売却益の内容は、次

のとおりであります。

機械装置及び
運搬具

0百万円

  
 

※２ 固定資産売却益の内容は、次

のとおりであります。

機械装置及び 
運搬具

0百万円

 

 

※３ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び 
運搬具

2百万円

工具器具及び 
備品

0百万円

計 3百万円

 
 

※３ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び
運搬具

14百万円

工具器具及び
備品

1百万円

計 16百万円

 
 

※３ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び 
運搬具

62百万円

工具器具及び 
備品

1百万円

計 65百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加844株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

当中間連結会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,280株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

      普通株式の自己株式の株式数の減少280株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

      普通株式の自己株式の株式数の減少5,600株は、持分法適用会社が売却した自己株式（当社株式）の 

   当社帰属分による減少であります。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

前連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,944株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式(株) 32,000,000 ─ ─ 32,000,000

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式(株) 7,392,074 844 ─ 7,392,918

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 246 10 平成18年3月31日 平成18年6月29日

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式(株) 32,000,000 ─ ─ 32,000,000

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式(株) 7,393,418 2,280 5,880 7,389,818

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月27日 
定時株主総会

普通株式 123 5 平成19年3月31日 平成19年6月28日

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末 
株式数

普通株式(株) 32,000,000 ─ ─ 32,000,000

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末 
株式数

普通株式(株) 7,392,074 1,944 600 7,393,418



      普通株式の自己株式の株式数の減少600株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 246 10 平成18年3月31日 平成18年6月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 123 5 平成19年3月31日 平成19年6月28日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,077百万円

現金及び現金同等物 1,077百万円
 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,688百万円

現金及び現金同等物 2,688百万円

 
 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 2,640百万円

現金及び現金同等物 2,640百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間 
期末残高
相当額 

(百万円)

機械装置
及び運搬
具

3 3 0

工具器具 
及び備品

31 15 16

無形 
固定資産 
( ソ フ ト
ウェア)

45 42 3

合計 80 60 19

 

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間
期末残高
相当額 

(百万円)

工具器具 
及び備品

32 14 17

無形 
固定資産 
( ソ フ ト
ウェア)

10 10 0

合計 43 24 18

 
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

工具器具
及び備品

44 21 23

無形
固定資産 
( ソ フ ト
ウェア)

30 29 1

合計 75 50 24

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 13百万円

１年超 14百万円

合計 28百万円
 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 7百万円

１年超 17百万円

合計 25百万円

 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 11百万円

１年超 20百万円

合計 31百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 6百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 20百万円

減価償却費相当額 14百万円

支払利息相当額 0百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定率法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

(5) 利息相当額の算定方法

同  左

(5) 利息相当額の算定方法

同  左

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引

 

  未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 0百万円

合計 1百万円

 
 

  未経過リース料

１年内 0百万円

１年超 ─百万円

合計 0百万円

 
 

  未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 0百万円

合計 1百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末 (平成18年9月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末 (平成19年9月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 573 2,129 1,555

計 573 2,129 1,555

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

非上場株式 494

計 494

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 570 1,745 1,175

計 570 1,745 1,175

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

非上場株式 190

計 190



前連結会計年度末 (平成19年3月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間) 

ヘッジ会計を適用している為、記載を省略しております。 

  

(当中間連結会計期間) 

ヘッジ会計を適用している為、記載を省略しております。 

  

(前連結会計年度)  

ヘッジ会計を適用している為、記載を省略しております。 

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 575 2,032 1,457

計 575 2,032 1,457

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

非上場株式 494

計 494



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年4月1日 至平成18年9月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年4月1日

至平成19年9月30日)及び前連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

とうもろこし等の加工製品及びその二次加工製品の製造販売事業の売上高及び営業利益の金額は全セ

グメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年4月1日 至平成18年9月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年4月1日

至平成19年9月30日)及び前連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、所在地別セグメント情報の記載はしており

ません。 
  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年4月1日 至平成18年9月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年4月1日

至平成19年9月30日)及び前連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

 
  

  

１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

 当社のでん粉製品包装工程において、工程トラブルが発生しました。関連製品は10月に出荷してお

りますが、その後の調査の結果、不具合のある可能性は殆ど無く、当該製品は通常出荷品であること

が判明いたしました。但し、緊急対応により顧客で発生した損害に対する補償のため特別損失が発生

する見込みであります。顧客とは現在交渉中でその金額は未だ確定してはおりません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

 

１株当たり純資産額 523円16銭

１株当たり中間純利益 16円94銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

１株当たり純資産額 546円23銭

１株当たり中間純利益 28円 9銭

同   左
 

１株当たり純資産額 527円23銭

１株当たり当期純利益 18円78銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

項 目
前中間連結会計期間末

平成18年9月30日

当中間連結会計期間末

平成19年9月30日

前連結会計年度末

平成19年3月31日

純資産の部の合計額 12,873百万円 13,442百万円 12,973百万円

純資産の部の合計額から控除 
する金額

─ ─ ─

普通株式に係る中間期末(期末) 
の純資産額

12,873百万円 13,442百万円 12,973百万円

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末(期末)の普通株式
の数

24,607千株 24,610千株 24,606千株

項 目

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日

至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 1日

至 平成19年9月30日)

前連結会計年度

(自 平成18年4月 1日

至 平成19年3月31日)

中間(当期)純利益 416百万円 691百万円 462百万円

普通株主に帰属しない 
金額

─ ─ ─

普通株式に係る中間 
(当期)純利益

416百万円 691百万円 462百万円

普通株式の期中平均 
株式数

24,607千株 24,609千株 24,607千株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年9月30日)

当中間会計期間末
(平成19年9月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  現金及び預金 935 2,591 2,525

  売掛金 9,844 11,175 9,554

  たな卸資産 6,581 7,700 6,790

  その他 787 1,018 1,151

  貸倒引当金 △2 △2 △2

    流動資産合計 18,147 52.5 22,482 59.3 20,018 54.8

Ⅱ 固定資産

  有形固定資産 ※1,2

   建物 2,786 2,905 2,754

   機械及び装置 6,267 5,927 6,423

   土地 1,863 1,863 1,863

   その他 991 871 999

     計 11,908 11,568 12,041

  無形固定資産 116 198 190

  投資その他の 
  資産

   投資有価証券 3,127 2,440 3,031

   その他 1,275 1,246 1,223

   貸倒引当金 △0 △1 △1

     計 4,401 3,685 4,252

    固定資産合計 16,426 47.5 15,453 40.7 16,484 45.2

   資産合計 34,574 100.0 37,936 100.0 36,502 100.0



 
  

前中間会計期間末 
(平成18年9月30日)

当中間会計期間末
(平成19年9月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  買掛金 2,669 3,200 2,659

  短期借入金 ※２ 7,584 4,794 6,474

  未払金 3,404 2,786 2,963

  未払法人税等 151 511 ─

  未払消費税等 39 156 33

  賞与引当金 405 351 794

  その他 49 93 27

    流動負債合計 14,304 41.4 11,895 31.3 12,953 35.5

Ⅱ 固定負債

  長期借入金 ※２ 5,321 11,027 8,764

  退職給付引当金 3,519 3,196 3,328

  役員退職慰労 
  引当金

126 149 154

    固定負債合計 8,967 25.9 14,373 37.9 12,247 33.5

   負債合計 23,272 67.3 26,268 69.2 25,200 69.0



 
  

前中間会計期間末
(平成18年9月30日)

当中間会計期間末
(平成19年9月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

  資本金 1,600 4.6 1,600 4.2 1,600 4.4

  資本剰余金

   資本準備金 327 327 327

   その他資本剰余金 ─ 0 0

   資本剰余金合計 327 1.0 327 0.8 327 0.9

  利益剰余金

   利益準備金 400 400 400

   その他利益剰余金

    特別償却準備金 0 0 0

    建物圧縮積立金 318 297 307

    構築物圧縮 
    積立金

9 8 8

    機械装置圧縮 
    積立金

48 38 43

    土地圧縮積立金 97 97 97

    別途積立金    7,000 7,000 7,000

    繰越利益剰余金 2,697 3,355 2,758

   利益剰余金合計 10,571 30.6 11,197 29.5 10,616 29.1

  自己株式 △ 2,140 △ 6.2 △2,141 △5.6 △2,140 △5.9

   株主資本合計 10,358 30.0 10,984 28.9 10,403 28.5

Ⅱ 評価・換算差額等

  その他有価証券 
  評価差額金

938 2.7 715 1.9 884 2.4

  繰延ヘッジ損益 5 0.0 △32 △0.0 14 0.0

   評価・換算差額 
   等合計

943 2.7 683 1.9 898 2.5

   純資産合計 11,302 32.7 11,667 30.8 11,302 31.0

   負債純資産合計 34,574 100.0 37,936 100.0 36,502 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 25,307 100.0 27,858 100.0 48,190 100.0

Ⅱ 売上原価 19,733 78.0 23,018 82.6 38,385 79.7

   売上総利益 5,574 22.0 4,840 17.4 9,805 20.3

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

4,911 19.4 4,062 14.6 8,983 18.6

   営業利益 662 2.6 777 2.8 821 1.7

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 14 12 26

   その他 146 160 0.6 143 156 0.6 252 279 0.6

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 109 149 228

   その他 3 113 0.4 6 155 0.6 7 236 0.5

   経常利益 710 2.8 777 2.8 864 1.8

Ⅵ 特別利益

  投資有価証券 
  売却益      

― 415 46

  その他 53 53 0.2 0 416 1.5 7 53 0.1

Ⅶ 特別損失

  固定資産除却損 ※２ 3 16 65

  ゴルフ会員権 
  評価損

─ 3 0.0 ─ 16 0.1 5 71 0.1

   税引前中間 
   (当期)純利益

760 3.0 1,177 4.2 847 1.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

145 504 24

   法人税等調整額 172 317 1.2 △31 473 1.7 334 359 0.8

   中間(当期) 
   純利益

443 1.8 704 2.5 487 1.0



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年4月１日 至 平成18年9月30日) 

  

 
  

 
  （注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準
備金

資本剰
余金合

計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
建物圧縮
積立金

構築物圧
縮積立金

機械装置圧
縮積立金

土地圧縮
積立金

別途積
立金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高(百万円) 1,600 327 327 400 1 350 12 68 97 5,665 3,803 10,399

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △ 246 △ 246

 その他利益剰余金の積立（注） 1,334 △ 1,334 ─

 その他利益剰余金の取崩（注） △0 △22 △1 △14 38 ─

 役員賞与（注） △24 △24

 中間純利益 443 443

 自己株式の取得

 その他利益剰余金の取崩 △0 △ 10 △0 △ 5 16 ─

 株主資本以外の項目の中間  
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ ─ ─ △0 △32 △2 △19 ─ 1,334 △1,106 172

平成18年9月30日残高(百万円) 1,600 327 327 400 0 318 9 48 97 7,000 2,697 10,571

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算 
差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) △ 2,140 10,186 1,106 ― 1,106 11,293

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △ 246 △ 246

 その他利益剰余金の積立（注） ─ ─

 その他利益剰余金の取崩（注） ─ ─

 役員賞与（注） △ 24 △ 24

 中間純利益 443 443

 自己株式の取得 △0 △0 △0

 その他利益剰余金の取崩 ─ ─

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△ 167 5 △ 162 △ 162

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△0 171 △ 167 5 △ 162 9

平成18年9月30日残高(百万円) △ 2,140 10,358 938 5 943 11,302



当中間会計期間(自 平成19年4月１日 至 平成19年9月30日) 

  

 
  

 
   

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準
備金

その

他資

本剰

余金

資本剰
余金合

計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
建物圧縮
積立金

構築物圧
縮積立金

機械装置
圧縮積立

金

土地圧縮
積立金

別途積
立金

繰越利益
剰余金

平成19年3月31日残高(百万円) 1,600 327 0 327 400 0 307 8 43 97 7,000 2,758 10,616

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △123 △123

 中間純利益 704 704

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 その他利益剰余金の取崩 △0 △9 △0 △4 14 ─

 株主資本以外の項目の中間  
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ―  0 0 ― △0 △9 △0 △4 ― ─ 596 581

平成19年9月30日残高(百万円) 1,600 327 0 327 400 0 297 8 38 97 7,000 3,355 11,197

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算 
差額等合計

平成19年3月31日残高(百万円) △2,140 10,403 884 14 898 11,302

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △123 △123

 中間純利益 704 704

 自己株式の取得 △0 △0 △0

 自己株式の処分 0 0 0

 その他利益剰余金の取崩 ─ ー

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△168 △46 △215 △215

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

0 580 △168 △46 △215 365

平成19年9月30日残高(百万円) △ 2,141 10,984 715 △32 683 11,667



前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

  

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準
備金

その

他資

本剰

余金

資本剰
余金合

計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
建物圧縮
積立金

構築物圧
縮積立金

機械装置
圧縮積立

金

土地圧縮
積立金

別途積
立金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高(百万円) 1,600 327 ― 327 400 1 350 12 68 97 5,665 3,803 10,399

 事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △246 △246

 その他利益剰余金の積立（注） 1,334 △1,334 ―

 その他利益剰余金の取崩（注） △0 △22 △1 △14 38 ―

 役員賞与（注） △ 24 △24

 当期純利益 487 487

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 その他利益剰余金の取崩 △0 △20 △1 △11 33 ―

 株主資本以外の項目の事業年度 
 中の変動額(純額)

  事業年度中の変動額合計 
  (百万円)

― ―  0 0 ― △0 △43 △3 △25 ― 1,334 △1,045 216

  平成19年3月31日残高(百万円) 1,600 327 0 327 400 0 307 8 43 97 7,000 2,758 10,616

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算 
差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) △2,140 10,186 1,106 ― 1,106 11,293

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △246 △246

 その他利益剰余金の積立（注） ― ―

 その他利益剰余金の取崩（注） ― ―

 役員賞与（注） △24 △24

 当期純利益 487 487

 自己株式の取得 △0 △0 △0

 自己株式の処分 0 0 0

 その他利益剰余金の取崩 ― ―

 株主資本以外の項目の事業年度  
 中の変動額(純額)

△221 14 △207 △207

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△0 216 △221 14 △207 8

平成19年3月31日残高(百万円) △ 2,140 10,403 884 14 898 11,302



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

移動平均法による原価法によ

っております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

同  左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

同  左

(2) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株

式

移動平均法による原価法に

よっております。

② その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によって

おります。

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

によっております。

(2) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株

式

同  左

② その他有価証券

時価のあるもの

 同  左 

  

  

  

 

時価のないもの

同  左

(2) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株

式

同  左

② その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法によっており

ます。

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

同  左

(3) デリバティブ

原則として時価法によってお

ります。

(3) デリバティブ

同  左

(3) デリバティブ

同  左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物       7～50年

機械及び装置   5～10年

その他      4～45年

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物       7～50年

機械及び装置   5～10年

その他      4～45年

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年4月1日

以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更して

おります。 

 この変更による影響額は軽微

であります。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物       7～50年

構築物       7～45年

機械及び装置   5～10年

車両及び運搬具    4～6 年

工具器具及び備品 5～10年



前中間会計期間
(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

（追加情報） 

 法人税法改正に伴い、平成19

年3月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の5％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取得

価額の5％相当額と備忘価額との

差額を5年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上し

ております。 

 これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益がそ

れぞれ113百万円減少しておりま

す。

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

 ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用してお

ります。

(2) 無形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

同  左

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建短期金銭債務(円建表

示の原料仕入債務。但し為替差

損益当社帰属の特約付)につい

ては、当中間会計期間末日の直

物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理

しております。なお、為替予約

の振当処理の対象となっている

外貨建金銭債務については、当

該為替予約の円貨額に換算して

おります。

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同  左

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建短期金銭債務(円建表

示の原料仕入債務。但し為替差

損益当社帰属の特約付)につい

ては、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

なお、為替予約の振当処理の対

象となっている外貨建金銭債務

については、当該為替予約の円

貨額に換算しております。

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率法等により計

上しております。

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同  左

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同  左

(2) 賞与引当金

 従業員賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計

上しております。

(2) 賞与引当金

同  左

(2) 賞与引当金

同  左



前中間会計期間
(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

(3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。

  過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理

しております。

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しており

ます。

(3) 退職給付引当金

   同  左

(3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

  過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理

しております。

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しており

ます。

(4) 役員退職慰労引当金

 役員退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。

(4) 役員退職慰労引当金

同  左

(4) 役員退職慰労引当金

 役員退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。

５ リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ リース取引の処理方法

同  左

５ リース取引の処理方法

同  左

６ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、為替予約

については振当処理の要件

を満たしている場合は振当

処理を採用しております。

６ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同  左

６ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同  左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約
外貨建買掛金

等

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

③ ヘッジ方針

 当社の内部規定である

「市場リスク管理規定」に

基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。

③ ヘッジ方針

同  左

③ ヘッジ方針

同  左

④ ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ手段とヘッジ対象

の重要な条件が一致してい

るため有効性の評価は省略

しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同  左

④ ヘッジ有効性評価の方法

 同  左



次へ 

前中間会計期間
(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

７ その他中間財務諸表作成の基本

となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理の方法

 税抜方式によっておりま

す。

 なお、仮払消費税等と仮受

消費税等については相殺のう

え、未払消費税等として表示

しております。

７ その他中間財務諸表作成の基本

となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理の方法

同  左

７ その他財務諸表作成の為の重要

な事項

(1) 消費税等の会計処理の方法

 税抜方式によっておりま

す。

(2)中間決算における税額計算に

おいて、当事業年度末に予定

している固定資産圧縮積立金

及び特別償却準備金の取崩を

考慮しております。

(2)  ───────  (2)   ―――――――



会計処理方法の変更 

  

 
  

（表示方法の変更） 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月9日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月9日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、11,297百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月9日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月9日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、11,287百万円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。

前中間会計期間
 （自 平成18年4月 1日

     至 平成18年9月30日）

当中間会計期間
（自 平成19年4月 1日
   至 平成19年9月30日）

――――――――――――――――――――

（中間損益計算書）

前中間会計期間において、特別利益に含めていた「投

資有価証券売却益」は、重要性が増したため、当中間会

計期間より区分掲載しております。 

 なお、前中間会計期間における「投資有価証券売却

益」は46百万円であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年9月30日)

当中間会計期間末
(平成19年9月30日)

前事業年度末 
(平成19年3月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

49,188百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

50,209百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

49,456百万円

※２ 担保に供している資産

工場財団(建物、機械及び装

置、土地、その他)

（帳簿価額）    2,625百万円

※２ 担保に供している資産

工場財団(建物、機械及び装

置、土地、その他)

（帳簿価額）   2,498百万円

※２ 担保に供している資産

工場財団(建物、構築物、機

械及び装置、土地)

（帳簿価額）    2,589百万円

対応債務

長期借入金  1,400百万円

対応債務

短期借入金   100百万円

長期借入金  1,300百万円

対応債務

短期借入金   100百万円

長期借入金  1,300百万円

 ３ 保証債務

三菱商事㈱に対する共同商事

㈱の取引債務

81百万円

 ３ 保証債務

三菱商事㈱に対する共同商事

㈱の取引債務

78百万円

 ３ 保証債務

三菱商事㈱に対する共同商事

㈱の取引債務

77百万円

㈱三菱東京UFJ銀行に対する

AMSCO社の借入債務

(87百万バーツ) 280百万円

㈱三菱東京UFJ銀行に対する

AMSCO社の借入債務

(76百万バーツ) 288百万円

㈱三菱東京UFJ銀行に対する

AMSCO社の借入債務

(96百万バーツ) 362百万円

 
計 361百万円

 
計 367百万円

 
計 439百万円

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
  至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
  至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
 至 平成19年3月31日)

 １ 固定資産の減価償却額

有形固定資産 774百万円

無形固定資産 10百万円

 １ 固定資産の減価償却額

有形固定資産 895百万円

無形固定資産 20百万円

 １ 固定資産の減価償却額

有形固定資産 1,621百万円

無形固定資産 23百万円

 

※２ 固定資産除却損の内訳

建物 0百万円

機械及び装置 2百万円

その他 0百万円

合計 3百万円

 
 

※２ 固定資産除却損の内訳

建物 0百万円

機械及び装置 14百万円

その他 2百万円

合計 16百万円

 
 

※２ 固定資産除却損の内訳

建物 0百万円

機械及び装置 62百万円

その他 2百万円

合計 65百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加844株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,280株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   普通株式の自己株式の株式数の減少280株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

前事業年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,944株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   普通株式の自己株式の株式数の減少600株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

 

  

  

  

 前事業年度末 当中間会計期間 当中間会計期間 当中間会計期間末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

  普通株式（株） 7,386,474 844 ─ 7,387,318

  合 計 7,386,474 844 ─ 7,387,318

 前事業年度末 当中間会計期間 当中間会計期間 当中間会計期間末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

  普通株式（株） 7,387,818 2,280 280 7,389,818

  合 計 7,387,818 2,280 280 7,389,818

 前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

  普通株式（株） 7,386,474 1,944 600 7,387,818

  合 計   7,386,474 1,944 600    7,387,818



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日 
 至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
  至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
 至 平成19年3月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間 
期末残高
相当額 

(百万円)

有形固定 
資産 
その他

31 15 16

無形固定 
資産 
(ソフト 
ウェア)

40 38 2

合計 71 53 18

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間
期末残高
相当額 

(百万円)

有形固定 
資産 
その他

32 14 17

無形固定 
資産 
(ソフト 
ウェア)

6 5 0

合計 38 20 18

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

有形固定
資産 
その他

44 21 23

無形固定
資産 
(ソフト 
ウェア)

25 24 0

合計 70 46 24

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 12百万円

１年超 13百万円

合計 26百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 6百万円

１年超 16百万円

合計 23百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 10百万円

１年超 20百万円

合計 30百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 12百万円

支払利息相当額 0百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定率法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

(5) 利息相当額の算定方法

同  左

(5) 利息相当額の算定方法

同  左

 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 0百万円

合計 1百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 0百万円

１年超 ─百万円

合計 0百万円
 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 0百万円

合計 1百万円



(有価証券関係) 

 前中間会計期間末(平成18年9月30日) 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 当中間会計期間末(平成19年9月30日) 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 前事業年度末(平成19年3月31日) 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

 当社のでん粉製品包装工程において、工程トラブルが発生しました。関連製品は10月に出荷してお

りますが、その後の調査の結果、不具合のある可能性は殆ど無く、当該製品は通常出荷品であること

が判明いたしました。但し、緊急対応により顧客で発生した損害に対する補償のため特別損失が発生

する見込みであります。顧客とは現在交渉中でその金額は未だ確定してはおりません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第2項第3号（親会社の異動）
に基づく臨時報告書である。 
 

平成19年 6月18日
関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書
及びその添付書類 
 

事業年度
（第86期）

自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日

平成19年 6月27日
関東財務局長に提出

(3）有価証券報告書
の訂正報告書

自平成18年4月1日至平成19年3月31日
事業年度（第86期）の有価証券報告
書に係る訂正報告書である。 
 

平成19年 7月25日
関東財務局長に提出

(4）有価証券報告書
の訂正報告書

自平成18年4月1日至平成19年3月31日
事業年度（第86期）の有価証券報告
書に係る訂正報告書である。 
 

平成19年10月15日
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

 

日 本 食 品 化 工 株 式 会 社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本食品化工株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本食品化工株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

 

平成18年12月11日

取   締   役   会   御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  眞  也  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國  井  泰  成  ㊞

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

 

日 本 食 品 化 工 株 式 会 社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本食品化工株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本食品化工株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

 

平成19年12月21日

取   締   役   会   御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國  井  泰  成  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  口  更  織  ㊞

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

日 本 食 品 化 工 株 式 会 社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本食品化工株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第86期事業年度の中間会計期間(平

成18年4月1日から平成18年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本食品化工株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成18年12月11日

取   締   役   会   御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  眞  也  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國  井  泰  成  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

日 本 食 品 化 工 株 式 会 社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本食品化工株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第87期事業年度の中間

会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本食品化工株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成19年12月21日

取   締   役   会   御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國  井  泰  成  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  口  更  織  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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